
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】

１対の基板間に複数の放電セルがマトリック
ス状に配列されたガス放電パネルと、
前記複数の放電セルに書込パルスを印加することによって画像を書き込み、前記複数の放
電セルに維持パルスを印加することによって放電維持を行う駆動回路とを備え、放電維持
期間において前記放電パネルが画像を表示するパネル表示装置であって、
前記駆動回路は、更に、

維持パルスの先縁に 先立つ一定期間
において、当該維持パルスとは逆極性で パルスを

印加することを特徴とするパネル表示装置。
【請求項２】
前記駆動回路が放電セルに印加する逆極性のパルスは、維持パルス電圧に対して、絶対値
が１．０倍以上であることを特徴とする請求項 記載のパネル表示装置。
【請求項３】
前記駆動回路が逆極性のパルスを印加する期間の中で、維持パルス電圧に対して絶対値が
１．０倍以上である時間が１００ｎｓ以下であることを特徴とする請求項 記載のパネル
表示装置。
【請求項４】
前記駆動回路が逆極性のパルスを印加する期間の中で、維持パルス電圧に対して絶対値が
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維持電極、走査電極及びデータ電極を有する

異なる位相で同一波形の維持パルスを前記維持電極と走査電極に
交互に印加するとともに、少なくとも先頭の 連続して

予備放電させられる電位レベルの 前記維
持電極と走査電極に交互に

１

２



１．０倍以上である時間が５０ｎｓ以下であることを特徴とする請求項 記載のパネル表
示装置。
【請求項５】
前記駆動回路が放電セルに印加する逆極性のパルスは、維持パルス電圧に対して絶対値が
１．５倍以上であることを特徴とする請求項 記載のパネル表示装置。
【請求項６】
１対の基板間に複数の放電セルがマトリックス状に配列されたガス放電パネルと、
前記複数の放電セルに書込パルスを印加することによって画像を書き込み、前記複数の放
電セルに維持パルスを印加することによって放電維持を行う駆動回路とを備え、放電維持
期間において前記ガス放電パネルが画像を表示するパネル表示装置であって、
前記駆動回路によって放電セルに印加される 維持パルスは、
当該維持パルスの先縁から一定期間における電圧が、当該一定期間経過後から維持パルス
の後縁までの期間における電圧より絶対値が高く、

ことを特徴とするパネル表示装置。
【請求項７】
前記駆動回路は、更に、
各維持パルスの後縁から一定期間において、当該維持パルスとは逆極性のパルスを前記放
電セルに印加することを特徴とする請求項 記載のパネル表示装置。
【請求項８】
前記駆動回路が放電セルに逆極性のパルスを印加する時間は、１００ｎｓ以下であること
を特徴とする請求項 記載のパネル表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、コンピュータおよびテレビ等の画像表示に用いるガス放電パネル表示装置及び
ガス放電パネルの駆動方法に関し、特に、誘電体層に電荷をためることによって画像を書
き込み、放電維持することによって発光させるＡＣ型ＰＤＰに関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、コンピュータやテレビ等に用いられているディスプレイ装置において、プラズマデ
ィスプレイパネル（Ｐｌａｓｍａ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｐａｎｅｌ，以下ＰＤＰと記載する
）をはじめとするガス放電パネルは、大型で薄型軽量を実現することのできるものとして
注目されている。
【０００３】
このＰＤＰは、マトリックス状に配列された放電セルが選択的に発光することによって画
像表示される。
ＰＤＰは、大別して直流型（ＤＣ型）と交流型（ＡＣ型）とに分けられるが、現在では大
型化に適したＡＣ型が主流となっている。
ＡＣ型ＰＤＰにおいて、各放電セルは元来、点灯もしくは消灯の２階調しか表現できない
ので、１フレーム（１フィールド）を複数のサブフレーム（サブフィールド）に分割し、
各サブフレームにおける点灯／消灯を組み合わせて中間階調を表現するフレーム内時分割
階調表示方式が用いられている。
【０００４】
そして、各サブフレームでは、ＡＤＳ（Ａｄｄｒｅｓｓ　　Ｄｉｓｐｌａｙ－ｐｅｒｉｏ
ｄ　　Ｓｅｐａｒａｔｉｏｎ）方式によって画像表示する。即ち、各サブフレームは、図
２５に示されように、初期化期間、書込期間、放電維持期間、消去期間という一連のシー
ケンスで構成されており、書込期間には、点灯すべき放電セルに壁電荷を蓄積して画像を
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少なくとも先頭の

絶対値において放電セルの放電開始電
圧より高く、　前記駆動回路が前記一定期間経過後から維持パルスの後縁までの期間にお
いて放電セルに印加する電圧は、絶対値において放電セルの放電開始電圧より低く、前記
放電開始電圧より高い電圧を印加する時間は、１００ｎｓ以下である

６

７



書き込み、放電維持期間においては、全体の放電セルに一括して、交流の維持パルスを印
加する。このとき印加する維持パルスの電圧は、壁電荷が蓄積された放電セルでは放電し
それ以外のセルでは放電しないような範囲（通常１５０～２００Ｖの範囲）内に設定され
る。
【０００５】
この発光原理は基本的に蛍光灯と同様であって、維持パルスを印加して通常のグロー放電
を発生させることによりＸｅから紫外線（Ｘｅ共鳴線、波長１４７ｎｍ）を発生し、蛍光
体を励起発光させるが、放電エネルギの紫外線への変換効率や、蛍光体における可視光へ
の変換効率が悪いので、蛍光灯のように高い輝度を得ることは難しい。
【０００６】
また、他のディスプレイと同様、ＰＤＰにおいても高精細化に対する要求がある（例えば
、近年実用化されつつあるハイビジョンテレビでは、フルスペックで画素数が１９２０×
１０８０と高精細である。）が、このような高精細のＰＤＰにおいては、発光効率は更に
低くなりやすい。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
このような背景のもとで、ＰＤＰにおいて発光効率（投入する電力量に対する発光量）を
向上させることが望まれる。この課題に対して、例えば、ＰＤＰの構造を改良することに
よって発光効率を向上させる技術や、紫外線の発光に寄与しない電流（無効電流）を回収
する技術も開発されているが、無効電流の発生を低減する技術も望まれている。
【０００８】
また、図２５に示されように、維持パルスとしては、一般的に矩形波が用いられている。
この矩形波は三角関数波のような波形と比べて立ち上がりがシャープであるため、基本的
には、維持パルスに矩形波を用いれば、立ち上がり開始から比較的短時間で放電を開始さ
せることができるので、比較的安定した画像を表示することができる。
【０００９】
しかしながら、維持パルスを印加するときに、その立ち上がりからかなり遅れて放電が開
始されるといういわゆる「放電遅れ」が、ある程度の確率で発生する。特に放電維持期間
において印加される先頭の維持パルスにおいては放電遅れが発生しやすい。
このような「放電遅れ」は、表示される画像の画質を低下させる要因である。即ち、ＰＤ
Ｐには数多くの放電セルが配列されているが、上記のように「放電遅れ」がある程度の確
率で発生すると、その中の点灯すべき放電セルの一部で「放電遅れ」が生じて点灯不良が
発生し、表示される画像の画質が低下してしまうので、これを改善する技術も望まれる。
【００１０】
本発明は、このような課題に鑑み、ＰＤＰをはじめとするガス放電パネルを駆動する際に
、無効電流の発生を抑えて発光効率を向上させることを第１の目的とする。
また、放電維持期間における放電遅れの発生を抑えて画質を向上させることを第２の目的
とする。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
上記第１の目的を達成するため、本発明は、維持パルスを印加する際に、その立ち上がり
に要する時間に対して３倍の時間がピーク時点から経過するまでに立ち下がりが終了する
ような電流波形が形成されるよう、維持パルスの波形を規定することとした。
【００１２】
また、上記特徴を持つ電流波形を形成するために、維持パルスを印加する際に、当該維持
パルスに次の第１～第３のいずれかの特徴を加えることとた。
第１の特徴は、維持パルスの先縁（パルス立ち上がり）に先立って、当該維持パルスと逆
極性のパルスを短時間印加することである。
第２の特徴は、維持パルスの先縁（パルスの立ち上がり）から一定期間において、それ以
降に印加される電圧より絶対値において高電圧が印加されるような波形に設定することで
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ある。
【００１３】
第３の特徴は、維持パルスの後縁（パルス立ち下がり）直後において、これと逆極性のパ
ルスを印加することである。
上記特徴を持つ電流波形が形成されると、一般的な波形の維持パルスを印加する場合と比
べて、無効電流が抑制されるので、発光効率を向上させることができる。
【００１４】
また、上記第１～第３の特徴を維持パルスに加えると、上述した発光効率向上に加えて、
各々次のような効果を奏する。
第１の特徴を維持パルスに加えると、初期に逆極性パルスを印加する際に、一方の電極か
ら他方の電極に向かって電子が動くが、それが他方の電極に到達する前に、維持パルスの
印加が始まることによって一方の電極側に引き戻される。
【００１５】
このように初期に放電空間内を電子が往復運動することによって、発光に寄与する荷電粒
子（電子やイオン）が多く生成されるので、更に発光効率が向上される。
また、電極間を荷電粒子が往復することにより、放電の種火が形成され、この種火によっ
て確率よく放電開始（ＥＶＯＬＵＴＩＯＮ　　ＯＦ　　ＤＩＳＣＨＡＲＧＥ）されるため
、第２の目的である放電遅れの抑制もなされる。
【００１６】
なお、上記効果を確実に得るために、逆極性パルスの電圧は、維持パルス電圧に対して、
電圧絶対値を１．０倍以上に設定することが好ましく、更に、維持パルス電圧に対して電
圧絶対値を１．５倍以上に設定することが好ましい。
また、逆極性パルスを印加する期間については、この時間を１００ｎｓ以下に設定するこ
とが好ましい。
【００１７】
特に、維持パルス電圧に対して電圧絶対値が１．０倍以上になる時間は、１００ｎｓ以下
に設定することが好ましく、更に５０ｎｓ以下とすることが望ましい。
第２の特徴を維持パルスに加えるた場合も、各維持パルスの立ち上がりから一定期間にお
いて高い電圧が印加されるので、確実に放電が開始され、放電遅れが抑えられる。
【００１８】
特に、この一定期間において、放電セルの放電開始電圧以上の高電圧を印加すればその効
果は顕著である。
ここで、維持パルス先縁から一定期間において、それ以降に印加される維持電圧より絶対
値において５０Ｖ以上高い電圧が印加されるようにするのが好ましい。
【００１９】
また、一般的に高電圧を印加すると誘電体層の絶縁破壊や消費電力の増大を引き起こしや
すいが、高電圧（放電セルの放電開始電圧以上の電圧）を印加する時間を１００ｎｓ以下
もしくは１０ｎｓ以下といった短期間に設定すれば、誘電体層の絶縁破壊や消費電力の増
大を回避することができる。
第３の特徴を維持パルスに加えると、維持パルス立ち下がり後において放電セル内に残っ
ているイオンに起因する無効電流が抑えられる。
【００２０】
即ち、パルス立ち下がり後において放電セル内に残っているイオンは低活性であって発光
には寄与しないため、これが電極に到達すると無効電流が発生して発光効率が低下する要
因となるが、維持パルスに第３の特徴を加えれば、当該無効電流が抑えられるので、この
点で発光効率の向上に寄与するところが大きい。
ここで、この逆極性パルスについても、電圧絶対値の最高値を５０Ｖ以上とすることが好
ましい。
【００２１】
また、この逆極性パルスを印加する時間は、１００ｎｓ以下とすること、更に１０ｎｓ以
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下とすることが好ましい。
ところで、１つの放電維持期間においては、通常、各放電セルに対して連続的に複数の維
持パルスが極性を切り替えながら印加される。そこで、十分な効果を奏するために、その
連続する維持パルスすべてに対して上記のような波形の特徴を適用することが好ましいが
、一部の維持パルスに対してだけ上記波形の特徴を適用してもよい。但し、その場合も、
少なくとも放電維持期間における先頭の維持パルスに対しては、上記波形の特徴を適用す
べきである。
【００２２】
【発明の実施の形態】
（表示装置について全体的な説明）
先ず、本実施形態にかかるＰＤＰ表示装置について、全体的な構成を説明する。
このＰＤＰ表示装置は、交流面放電型（ＡＣ型）ＰＤＰとその駆動装置から構成される。
図１は、このＰＤＰの見取図である。
【００２３】
このＰＤＰにおいては、前面基板１１と背面基板１２とが、互いに平行に間隙をおいて対
峙して配置され、外周部が封止されている。
前面基板１１の対向面上には、ストライプ状の走査電極群１９ａ及び維持電極群１９ｂが
互いに平行に形成され、当該電極群１９ａ、１９ｂは、鉛ガラスなどからなる誘電体層１
７で覆われて、誘電体層１７の表面は、ＭｇＯ膜からなる保護層１８で覆われている。背
面基板１２の対向面上には、ストライプ状のデータ電極群１４とその表面を覆う鉛ガラス
などからなる誘電体層１３が設けられ、その上に、データ電極群１４と平行に隔壁１５が
配設されている。前面基板１１と背面基板１２との間隙は、隔壁１５によって１００～２
００μｍ程度の間隔で仕切られ、放電ガスが封入されている。放電ガスの封入圧力は、パ
ネル内部が外部の圧力（大気圧）に対して負圧となるよう、通常は１×１０４ ～７×１０
４ Ｐａ程度の範囲に設定されるが、８×１０４ Ｐａ以上の高い圧力に設定する方が高発光
効率を得るのに有利である。
【００２４】
図２は、このＰＤＰの電極マトリックスを示す図である。電極群１９ａ、１９ｂと、デー
タ電極群１４とは、互いに直交して配設されており、前面基板１１及び背面基板１２間の
空間において、電極が交差するところに放電セルが形成されている。隣り合う放電セルの
間は隔壁１５で仕切られて、隣接する放電セルへの放電拡散が遮断されるようになってい
るため、解像度の高い表示を行うことができる。
【００２５】
単色表示用のＰＤＰでは、放電ガスとして、ネオンを中心とした混合ガスが用いられ、放
電の際に可視域で発光することにより表示するが、図１のようなカラー表示用のＰＤＰで
は、放電セルの内壁に、三原色である赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）の蛍光体からなる蛍
光体層１６を形成しておき、放電ガスとしてキセノンを中心とした混合ガス（ネオン－キ
セノンやヘリウム－キセノン）が用いられ、放電に伴って発生する紫外線を蛍光体層１６
で各色の可視光に変換することによりカラー表示を行う。
【００２６】
このＰＤＰは、フレーム内時分割階調表示方式を用いて駆動される。
図３は、２５６階調を表現する場合における１フレームの分割方法を示す図であって、横
方向は時間、斜線部は放電維持期間を示している。
例えば、図３に示される分割方法の例では、１フレームは、８個のサブフレームで構成さ
れ、各サブフレームの放電維持期間の比は、１，２，４，８，１６，３２，６４，１２８
に設定されており、この８ビットバイナリの組み合わせによって２５６階調を表現できる
。なお、ＮＴＳＣ方式のテレビ映像においては、１秒間あたり６０枚のフレームで映像が
構成されているため、１フレームの時間は１６．７ｍｓに設定されている。
【００２７】
各サブフレームでは、ＡＤＳ方式によってＰＤＰに画像を表示する。即ち、各サブフレー
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ムは、初期化期間、書込期間、放電維持期間、消去期間という一連のシーケンスで構成さ
れている。
図４は、本実施形態において、１つのサブフレームにおいて各電極にパルスを印加すると
きのタイミングチャートである。
【００２８】
初期化期間には、走査電極群１９ａの全体に一括して初期化パルスを印加することにより
全ての放電セルの状態を初期化する。
書込期間には、走査電極群１９ａに走査パルスを順次印加しながらデータ電極群１４の中
の選択された電極にデータパルスを印加することにより、点灯させようとする放電セルに
壁電荷を蓄積し、１画面分の画素情報を書き込む。
【００２９】
放電維持期間には、走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂ間に一括して、極性を入れ替え
ながら維持パルスを印加することによって、壁電荷が蓄積された放電セルで放電を起こし
て所定の時間発光させる。
図４に示すように、各維持パルスは、単純な矩形波ではなく、特有の波形となっているが
、この点については後で詳述する。
【００３０】
消去期間には、幅の狭い消去パルスを走査電極群１９ａ又は維持電極群１９ｂに一括して
印加することによって放電セルの壁電荷を消去する。
（駆動装置及び駆動方法についての詳細な説明）
図５は、駆動装置１００の構成を示すブロック図である。
この駆動装置１００は、外部の映像出力器から入力されてくる映像データを処理するプリ
プロセッサ１０１、処理された映像データを格納するフレームメモリ１０２、フレーム毎
及びサブフレーム毎に同期パルスを生成する同期パルス生成部１０３、走査電極群１９ａ
にパルスを印加するスキャンドライバ１０４、維持電極群１９ｂにパルスを印加するサス
テインドライバ１０５、データ電極群１４にパルスを印加するデータドライバ１０６から
構成されている。
【００３１】
プリプロセッサ１０１は、入力されてくる映像データからフレーム毎の映像データ（フレ
ーム映像データ）を抽出し、抽出したフレーム映像データから各サブフレームの映像デー
タ（サブフレーム映像データ）を作成してフレームメモリ１０２に格納する。また、フレ
ームメモリ１０２に格納されているカレントサブフレーム映像データから１ラインづつデ
ータドライバ１０６にデータを出力したり、入力される映像データから水平同期信号、垂
直同期信号などの同期信号を検出し、同期パルス生成部１０３にフレームごと及びサブフ
レームごとに同期信号を送ることも行う。
【００３２】
フレームメモリ１０２は、フレーム毎に、各サブフレーム映像データを分割して格納でき
るものである。
具体的には、フレームメモリ１０２は、１フレーム分のメモリ領域（８個のサブフレーム
映像を記憶）を２個備える２ポートフレームメモリであって、一方のメモリ領域にフレー
ム映像データを書き込みながら、他方のメモリ領域から、これに書き込まれているフレー
ム映像データを読み出す動作を交互に行うことができるようになっている。
【００３３】
同期パルス生成部１０３は、プリプロセッサ１０１からフレームごと及びサブフレームご
とに送られて来る同期信号を参照して、初期化パルス，走査パルス，維持パルス，消去パ
ルスを立ち上がらせるタイミングを指示するトリガ信号を生成して、各ドライバ１０４～
１０６に送る。
スキャンドライバ１０４は、同期パルス生成部１０３から送られてくるトリガ信号に呼応
して、初期化パルス、走査パルス、維持パルス、消去パルスを生成して印加する。
【００３４】
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図６は、スキャンドライバ１０４の構成を示すブロック図である。
初期化パルス，維持パルス，消去パルスは、全ての走査電極１９ａに共通して印加される
ものである。
そのため、図６に示すように、スキャンドライバ１０４には、各パルスを発生するために
３つパルス発生器（初期化パルス発生器１１１、維持パルス発生器１１２ａ、消去パルス
発生器１１３）が備えられている。そして、これら３つのパルス発生器は、フローティン
ググラウンド方式で直列に接続され、同期パルス生成部１０３からのトリガ信号に応じて
作動することによって、初期化パルス，維持パルス，消去パルスが択一的に、走査電極群
１９ａに印加されるようになっている。
【００３５】
またスキャンドライバ１０４は、走査電極１９ａ１，１９ａ２…１９ａＮに順に走査パル
スを印加するために、ここでは図６に示すように、走査パルス発生器１１４と、これに接
続されたマルチプレクサ１１５とを備え、同期パルス生成部１０３からのトリガ信号に応
じて、走査パルス発生器１１４でパルスを発生すると共にマルチプレクサ１１５で切り換
えて出力する方式をとっているが、各走査電極１９ａ毎に個別に走査パルス発生回路を設
けた構成とすることも可能である。
【００３６】
そして、上記３つパルス発生器１１１～１１３からの出力と、走査パルス発生器１１４か
らの出力とを、択一的に走査電極群１９ａに印加するためにスイッチＳＷ１及びＳＷ２が
設けられている。
サステインドライバ１０５は、維持パルス発生器１１２ｂを備え、同期パルス生成部１０
３からのトリガ信号に呼応して維持パルスを生成して維持電極群１９ｂに印加する。
【００３７】
データドライバ１０６は、シリアルに入力される１ラインに相当するサブフィールド情報
に基づいて、データパルスをデータ電極群１４１～１４Ｍにパラレルに出力するものであ
る。
図７は、データドライバ１０６の構成を示すブロック図である。
データドライバ１０６は、サブフレーム映像データを１走査ライン分づつ取り込む第１ラ
ッチ回路１２１、これを記憶する第２ラッチ回路１２２、データパルスを発生するデータ
パルス発生器１２３、各データ電極１４１～１４Ｍの入口に設けられたＡＮＤゲート１２
４１～１２４Ｍから構成されている。
【００３８】
第１ラッチ回路１２１では、プリプロセッサ１０１から順に送られてくるサブフレーム映
像データをＣＬＫ信号に同期して数ビットづつ順に取り込み、１走査ライン分のサブフレ
ーム映像データ（データ電極１４１～１４Ｍの各々についてデータパルスを印加するか否
かを示す情報）がラッチされたら、それを第２ラッチ回路１２２にまとめて移動する。第
２ラッチ回路１２２は、同期パルス生成部１０３から送られてくるトリガ信号に呼応して
、ＡＮＤゲート１２４１～１２４Ｍの中でデータパルスを印加するデータ電極に対応する
ものを開く。そして、データパルス発生器１２３では、これと同期してデータパルスを発
生する。これによって、ＡＮＤゲートが開かれたものに対応するデータ電極にデータパル
スが印加される。
【００３９】
このような駆動装置１００において、以下に示すように、初期化期間，書込期間，放電維
持期間，消去期間という一連のシーケンスによって構成される１サブフレーム分の動作を
８回繰返すことによって、１フレームの画像表示が行われる。なお、疑似輪郭対策のため
サブフレームの数は８より多く設定することもある。
【００４０】
初期化期間においては、スキャンドライバ１０４のスイッチＳＷ１はＯＮ、ＳＷ２はＯＦ
Ｆとし、初期化パルス発生器１１１で　全ての走査電極１９ａに一括して初期化パルスを
印加することによって、全ての放電セルで初期化放電を行い、各放電セルに壁電荷を蓄積
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する。ここで、各放電セルにある程度の壁電圧をかけることによって、次の書込期間にお
ける書込放電の立ち上がりを早めることができる。
【００４１】
書込期間においては、スキャンドライバ１０４のスイッチＳＷ２はＯＮ、ＳＷ１はＯＦＦ
とし、走査パルス発生器１１４で発生する負電圧の走査パルスを、第１行目の走査電極１
９ａ１～最終行の走査電極１９ａＮに対して順に印加する。そして、これにタイミングを
合わせて、データドライバ１０６は、データ電極１４１～１４Ｍの中の点灯しようとする
放電セルに対応するものに、正電圧のデータパルスを印加することによって書込放電を行
い、その放電セルに壁電荷を蓄積する。このようにして、点灯しようとする放電セルの誘
電体層の表面に壁電荷を蓄積することによって、１画面分の潜像が書き込まれることにな
る。
【００４２】
走査パルス及びデータパルスのパルス幅（書込パルス幅）は、駆動を高速にするためには
できるだけ短く設定するのが望ましいが、書込パルス幅が短か過ぎると書き込み不良が生
じやすくなる。また、回路上の制約からも、パルス幅は通常１．０μｓｅｃ程度以上に設
定する必要がある。
放電維持期間においては、スキャンドライバ１０４のスイッチＳＷ１はＯＮ、ＳＷ２はＯ
ＦＦとし、維持パルス発生器１１２ａで走査電極群１９ａに一括して一定の長さ（例えば
１～５μｓｅｃ）の放電パルスを印加する動作と、サステインドライバ１０５の維持パル
ス発生器１１２ｂで維持電極群１９ｂに一括して一定の長さの放電パルスを印加する動作
を交互に繰り返す。
【００４３】
これによって、書込期間に壁電荷が蓄積された放電セルにおいて、誘電体層表面の電位が
放電開始電圧を上回ることによって放電が生じ、当該放電セル内では、この維持放電に伴
って紫外線が発光され、これが蛍光体層で可視光に変換されることによって蛍光体層の色
に対応する可視光の発光がなされる。
消去期間においては、スキャンドライバ１０４のスイッチＳＷ１はＯＮ、ＳＷ２はＯＦＦ
とし、消去パルス発生器１１３から幅の狭い消去パルスを走査電極群１９ａに一括して印
加し、不完全な放電を発生することによって、各放電セルにおける壁電荷を消去する。
【００４４】
〈放電維持期間におけるパルス波形について〉
放電維持期間において、走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間に印加される維持パ
ルスの波形の特徴やその効果などについて、まず概要を説明する。
本発明では、維持パルスを印加する際に、そのピークまでの立ち上がりに要する時間に対
して３倍の時間がピーク時点から経過するまでに立ち下がりが終了するような特徴を備え
る電流波形が形成されるように、維持パルスの波形を調整した。
【００４５】
即ち、維持パルスを印加する際に、立ち上がりに要する時間に対して３倍の時間がピーク
時点から経過した時には、電流が極めて小さくなるように調整することによって無効電流
を抑制し、発光効率を向上させることを図った。
また、上記特徴を持つ電流波形は、維持パルスを印加する際に、次の第１～第３のいずれ
かの特徴を付加することによって得られることも把握した。
【００４６】
第１の特徴：維持パルスの先縁（パルス立ち上がり）に先立って、当該維持パルスと逆極
性パルスを短時間印加する。
第２の特徴：維持パルスの先縁（パルスの立ち上がり）から一定期間において、それ以降
に印加される電圧より絶対値において高電圧が印加されるような波形に設定する。
【００４７】
第３の特徴：維持パルスの後縁（パルス立ち下がり）直後　において、これと逆極性のパ
ルスを印加する。
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なお、維持パルスを印加する際に、上記第１～第３のいずれかの特徴を付加することによ
って、上記の特徴（ピークまでの立ち上がりに要する時間に対して３倍の時間がピーク時
点から経過するまでに立ち下がりが終了する）を持つ電流波形が得られることは、実験的
にも確認した。
【００４８】
次に、上記の特徴を持つ電流波形を発生させると、無効電流が抑えられる理由について以
下に説明する。
放電空間内に発光が生じるメカニズムに関して、ここでは走査電極１９ａに正の維持パル
スを印加する場合を例にとって考察する。
電極１９ａに正の維持パルス（＋Ｖ）を印加すると、図８（ａ）に示すように、放電空間
２０においては、電極１９ａから電極１９ｂに向かう電界Ｅが生じる。そして、パルスを
印加開始した直後（初期）において、放電空間２０内には、一方の電極１９ｂから他方の
電極（１９ａ）に向かって非常に速い速度で動く電子が発生し、図８（ｂ）に示すように
、この電子が中性の気体粒子（Ｘｅ）に衝突して、気体粒子から電子（ｅ）とイオン（Ｘ
ｅ＋）とが生じると共に、励起された気体粒子も生成される。そして、発生した電子は電
極１９ａに向かって移動し、他の気体粒子に衝突しながら放電が開始され、更に放電が広
がっていく。一方、発生した正イオンも、図８（ｂ）に示すように電極１９ｂに向かって
移動すると考えられる。
【００４９】
ここで、放電空間での電子（ｅ）とイオン（Ｘｅ＋）とが電流キャリアと見なされるので
、放電空間２０内に生じた電子又はイオンが、電極１９ａ又は電極１９ｂに到達すると、
電極１９ａと電極１９ｂとの間に電流が発生することになる。
ところで、電子及びイオンの電界中における移動速度を比べると、その質量の差から、イ
オンよりも電子の方がはるかに移動速度が大きい（両者の速度は数桁程度異なる）。
【００５０】
そのため、図９（ａ）に示すように、維持パルスを印加開始した直後の早い時刻に、主に
電子が電極１９ａに到達することによる電流（電子による電流）のピークが表れ、その後
、比較的遅い時刻に、イオンが電極に到達することによる電流（イオンによる電流）のピ
ークが表れる。
ここで、放電空間内を高速で移動する電子によると考えられる早い時刻における電流は発
光に大きく寄与するが、低速で移動するイオンによると考えられる遅い時刻の電流は発光
に対する寄与が小さいので、遅い時刻の電流を抑制すれば発光効率を向上させることがで
きる。
【００５１】
また、上述したように、維持パルスを印加する際に、上記第１～第３の特徴を付加すると
、「ピークまでの立ち上がりに要する時間に対して３倍の時間がピーク時点から経過する
までに立ち下がりが終了する」という特徴を持つ電流波形が形成できることがわかってい
るので、「電子による電流」もこの波形の特徴を持っているということができる。
【００５２】
よって、上記特徴を持つ電流波形が形成されると、発光に寄与しない「イオンによる電流
」が抑制され、発光効率が向上されることになる。
上記内容は、以下の実験結果からも裏付けられる。
図９（ｂ）は、交流型ガス放電パネルの表示電極間に駆動回路で矩形パルスを印加したと
きに観測される電圧波形と電流波形を示すものであって、図９（ｃ）に示すように、駆動
回路と表示電極とをつなぐ配線中に、電圧計と電流計（ｃｕｒｒｅｎｔ　　ｐｒｏｂｅ）
を組み込んで測定したものである。
【００５３】
図９（ｂ）の電流波形は、図９（ａ）に示す２つの電流波形をたし合わせたものとほぼ一
致していることは、上記説明を裏付けることになる。
また、図１０（ａ）は、交流型ガス放電パネルの表示電極間に駆動回路でパルスを印加し
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たときに観測された電流波形と発光輝度波形である。当該図１０（ａ）における電流波形
において、早い時刻に鋭いピークＡ１、遅い時刻に緩やかなピークＡ２が見られる。それ
に対して、発光輝度波形においては、早い時刻に鋭いピークＢ１がはっきり見られるが、
遅い時刻の緩やかなピークＢ２はあまり見られない。なお、この発光輝度波形は、図９（
ａ）における電子による電流の波形と似ていることがわかる。
【００５４】
また、図１０（ｂ）は、上記図９（ｂ）の電圧波形と電流波形及び図１０（ａ）の発光輝
度波形から導きだされる発光効率の波形である。この発光効率波形は、維持パルスを印加
したときの発光効率の変化（微小時間ごとに投入される電力に対する発光輝度の比率がど
のように変化するか）を示している。
そして、図１０（ｃ）は、図１０（ｂ）の発光効率波形と上記図９（ａ）の電子による電
流波形とを重ね合わせたものである。この図１０（ｃ）を見ると、電子による電流波形の
ピークと発光効率波形のピークとが重なっており、これより、電子による電流が流れる時
期に、高い発光効率が得られることがわかる。
【００５５】
即ち図１０（ｃ）より、維持パルスを印加したときに、「電子による電流」のピーク波形
に近い電流波形が形成されるようにすれば、発光効率の高い時期に集中して電力が投入さ
れるので、高い発光効率が得られることがわかる。
上記第１～第３の各々の特徴と効果について、以下の実施の形態１～４において、より具
体的に説明する。
【００５６】
〔実施の形態１〕
図４に示されるように、本実施の形態では、放電維持期間において、走査電極群１９ａと
維持電極群１９ｂとに交互に正の維持パルスが印加されるが、各維持パルスの立ち上がり
に先立って逆極性パルスが短時間印加される。
以下、走査電極群１９ａに維持パルスが印加される際について詳細に説明し、維持電極群
１９ｂに維持パルスが印加される際は同様であるため、説明を省略する。
【００５７】
先ず、走査電極群１９ａに正の維持パルスを印加する際に、その立ち上がりに先立って負
極性パルスを短時間印加し、その後、正の維持パルス（維持電圧Ｖｓ）を印加している。
ここで、維持電圧Ｖｓの値は、アドレス時に壁電荷が蓄積された放電セルでは放電がなさ
れ、壁電荷が蓄積されなかった放電セルでは放電されないような範囲内で設定される電圧
値であって、ＰＤＰのパネル設計（放電セルのサイズや電極幅、誘電体層の厚さなど）に
依存する。
【００５８】
一般的には、この維持電圧Ｖｓは、放電セルの放電開始電圧より低い電圧（放電開始電圧
－５０Ｖ～放電開始電圧の範囲）で設定されるが、本実施形態の場合は、従来の一般的な
値よりも低めに設定することができる。
なお、ＰＤＰにおける放電開始電圧は、次のようにして測定することができる。
【００５９】
ＰＤＰを目で観察しながら、パネル駆動装置からＰＤＰに印加する電圧をわずかづつ増加
させ、ＰＤＰの放電セルの一つ或は規定個数（例えば３個）以上が点灯し始めたときの印
加電圧を読み取ってこれを放電開始電圧として記録する。
（本実施形態の効果についての説明）
図１１（ａ）は、本実施形態にかかる維持パルス波形の一例であって、維持パルスの基本
部分は矩形波であるが、維持パルスを印加する際に、維持パルスの立ち上がりに先立って
逆極性パルスを短時間印加している。一方、図１１（ｂ）は、維持パルスが一般的な矩形
波である例である。
【００６０】
図１１（ｂ）のように単純な矩形波を用いた場合は、放電セルに維持パルスを印加する際
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に、初期に放電空間に発生する速い電子が、発光に寄与することなく一方の電極側から他
方の電極に達してしまう割合も多い。
これに対して、電極１９ａに正の維持パルスを印加する際に、図１１（ａ）のように、維
持パルスの立ち上がりに先立って負パルス（－Ｖ）を短時間印加すると、この負パルス印
加に伴って、図１２（ａ）に示すように、放電空間２０において、電極１９ｂから電極１
９ａに向かう電界Ｅが生じる。そして、放電空間２０内には、電極１９ａから電極１９ｂ
に向かって速く動く電子が発生する。その後、図１２（ｂ）のように電極１９ａに正電圧
が印加されると、上記の電子は電極１９ａの方に引っ張り戻され、電極１９ａ上の誘電体
層に吸収される。
【００６１】
このように放電空間内を電子が往復する間には、気体粒子と衝突する頻度が大きいので、
発光に寄与する励起原子などが多く生成される。従って、図１１（ｂ）のような単純な矩
形波波を印加する場合と比べて発光効率が向上する。
また、一般的な矩形波からなる維持パルスを印加する場合、立ち上がり時における電圧降
下によって放電遅れが生じることがある。この放電遅れは、維持パルスの立ち上がり時に
急激に電流が流れ出すことにより電圧降下が起こり、再び電位が上昇するまで時間がかか
るために発生するものと考えられる。
【００６２】
これに対して、維持パルス印加開始直前に逆極性パルスを付加すれば、上記のように電子
が往復運動することによって気体粒子との衝突も頻繁に起こり、種火が確実に形成される
ので、確率よく放電を開始させることができ、放電遅れが抑えられる。
そのため、維持電圧Ｖｓを比較的低く設定しても、確実に放電がなされる。即ち、図１１
（ａ）の維持電圧Ｖｓは、図１１（ｂ）の維持電圧Ｖと比べて低く設定されているが、こ
のように設定しても、放電遅れが大きくなることなく、良好に画像表示を行うことが可能
である。
【００６３】
このように維持電圧を低めに設定すると「イオンによる電流」が低減できるため、この点
からも従来よりも発光効率が向上すると言える。
このような効果を得るために、立ち上がり（図１１（ａ）中においてＴａで示される期間
）に先立って印加される負パルスの電圧値（図１１（ａ）中においてＶｍｉｎで示される
電圧）は、維持電圧Ｖｓもしくは放電開始電圧と比べて、電圧絶対値を同等以上の大きさ
に設定することが好ましく、更に電圧絶対値を１．５倍以上に設定することが好ましい。
【００６４】
立ち上がりに先立って負パルスを印加する期間（図１１（ａ）中においてＴｂで示される
期間）については、これを長くしすぎると、この期間に流れる電流によって消費電力が増
大するという問題も生じ得る。特に、この期間Ｔｂの中でも、維持電圧Ｖｓ（もしくは放
電開始電圧）より電圧絶対値が大きい期間（図１１（ａ）中においてＴｃで示される期間
）を長くしすぎると、この期間に流れる電流によって消費電力が増大するが、これを短時
間に設定することによって、消費電力の増大も軽微に抑えられる。
【００６５】
このような観点から、印加する逆極性パルスの電圧Ｖｍｉｎの絶対値を大きく設定するほ
ど、その印加時間を短く設定することが必要と考えられる。また一般的には、この期間Ｔ
ｃを１００ｎｓ以下に設定することが好ましい。
例えば、走査電極１９ａと維持電極１９ｂとの間隙が６０μｍであって、走査電極１９ａ
に、正極性の維持パルスを印加する際にその立ち上がりに先立って負パルスを、電圧Ｖｍ
ｉｎ（－４００Ｖ）で印加する場合、走査電極１９ａに、放電開始電圧以上の負電圧が印
加されてから１００ｎｓ以内に正電圧に転換するよう印加すれば、負パルスの印加によっ
て放電空間内に発生した荷電粒子が走査電極１９ａ（または維持電極１９ｂ）に到達する
以前に極性が入れ替わって、反対側の維持電極１９ｂ（または走査電極１９ａ）の方に引
き戻されるので、この期間に発生する電流はわずかである。また、このように、電極間を
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荷電粒子が往復して走ることにより、いわば種火が形成されるので、正極性のパルスを印
加する際の電圧Ｖｓを２００Ｖ程度にすれば確実に放電がなされ、放電遅れが大きくなる
ことはない。
【００６６】
更に負パルスが印加されている期間の中で電圧絶対値が放電開始電圧以上の時間を５０ｎ
ｓ以下に設定すれば、当該期間に流れる電流をほとんど０とすることができる点でより好
ましいということが言える。
（維持パルスに対して逆極性パルスを加える回路について）
維持パルスに対して逆極性パルスを印加するためには、図５，６に示す維持パルス発生器
１１２ａ及び維持パルス発生器１１２ｂの各々に、図１３に示すようなパルス合成回路を
用いればよい。
【００６７】
図１３は、このようなパルス波形を形成するパルス合成回路のブロック図である。
このパルス合成回路は、第１パルス発生器１３１、第２パルス発生器１３２などから構成
されている。
第１パルス発生器１３１は負電圧のパルス、第２パルス発生器１３２は正電圧のパルスを
発生するものであって、第１パルス発生器１３１で発生する第１パルスは比較的幅狭のパ
ルス、第２パルス発生器１３２で発生する第２パルスは比較的幅広の矩形波である。
【００６８】
そして、第２パルスの立ち上がりのタイミングは、第１パルスの立ち下がりとほぼ一致す
るように設定されている。
第１，第２パルス発生器１３１，１３２は、フローティンググラウンド方式で直列に接続
され、第１，第２パルスの出力電圧が加算されるようになっている。
そして、このパルス合成回路では、同期パルス生成部１０３から送られてくるトリガ信号
に呼応して、以下のように各パルス発生器が動作してパルスを発生すると共に発生したパ
ルスを合成して出力する。
【００６９】
図１４は、上記パルス合成回路で第１パルス，第２パルスが合成される様子を示す図であ
る。
先ず、同期パルス生成部１０３から第１パルス発生器１３１にトリガ信号が送られて、第
１パルス発生器１３１で第１パルスが立ち上げられる。この第１パルスは短時間で立ち下
がる。それとほぼ同時に、同期パルス生成部１０３から第２パルス発生器１３２にトリガ
信号が送られて第２パルス発生器１３２で第２パルスが立ち上げられる。そして、第２パ
ルスの電圧でしばらく出力された後、立ち下がる。
【００７０】
なお、図１３のパルス合成回路における変形例として、第１パルス発生器１３１，第２パ
ルス発生器１３２を並列に接続して、第１パルス，第２パルスの中で大きい方の電圧を出
力させるようにしても、同様の波形が合成される。
（逆極性パルスの立ち上がりの傾斜について）
ところで、維持パルスに先立って逆極性パルスを印加する際に、この逆極性パルスの立ち
上がり部分における傾きが大きすぎると、即ち極めて短時間に大きい電圧変化幅で印加電
圧を変化させると、それに伴い大きな電流が流れて発光効率が低下する傾向がある。
【００７１】
従って、高い発光効率を確保するために、この逆極性パルスの立ち上がり部分の傾きをあ
る程度緩やかに設定すればよいと考えられる。ただし、この立ち上がり部分の中で、絶対
値が維持電圧Ｖｓを越える範囲で傾きを緩やかにすると、放電遅れを抑制する効果が損な
われてしまうことになる。
このような点を考慮すると、図１１（ａ）に示されるパルス波形のように、逆極性パスル
の立ち上がり部分の前半においては傾きを緩やかに設定して電流を抑え、後半においては
傾きを大きくするのが好ましいということができる。
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【００７２】
逆極性パルスの立ち上がり時におけるの傾きを調整するには、第１パルスの立ち上がりの
傾きを調整すればよく、それは、第１パルス発生器１３１におけるＲＬＣ回路の時定数を
調整することによって調整することができる。
〔実施の形態２〕
本実施形態においても、放電維持期間に走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間に印
加される維持パルスの特徴については、実施の形態１と同様である。
【００７３】
ただし、上記実施の形態１では、放電維持期間において、瞬間にはどちらか一方の電極群
だけに電圧が印加される例、即ち走査電極群１９ａに維持パルスを印加しているときには
維持電極群１９ｂは電圧を印加せず、維持電極群１９ｂに維持パルスを印加しているとき
には走査電極群１９ａに電圧を印加しない例を示したが、本実施形態においては、走査電
極群１９ａ及び維持電極群１９ｂの両方にパルスを印加し、その組み合わせによって、走
査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間に、維持パルス及び逆極性パルスが形成されて
いる。
【００７４】
図１５は、放電維持期間において、維持パルス発生器１１２ａ及び維持パルス発生器１１
２ｂによって、走査電極群１９ａ及び維持電極群１９ｂの各々に、互いに逆極性の矩形パ
ルスが印加され、その結果、走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間に電位差が発生
する様子を示すタイミングチャートであって、いづれも、走査電極群１９ａと維持電極群
１９ｂとの間に生じる電位差波形（維持パルス）が、上記特徴を有するものとなっている
。
【００７５】
図１５の例では、走査電極群１９ａに正電圧（Ｖ２）の矩形波が印加されるタイミングに
合わせて、その立ち上がりに先がけて維持電極群１９ｂに正電圧の矩形波パルス（Ｖ１）
が短時間印加されている。そして、この維持電極群１９ｂに印加されるパルスの立ち下が
りとほぼ同時に、走査電極群１９ａへの正電圧の矩形波が立ち上がっている。この結果、
走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間には、正のパルスが立ち上がる直前の短時間
に負電圧（－Ｖ１）が印加され、その後、しばらく正の維持電圧Ｖ２が印加されて立ち下
がることになる。
【００７６】
一方、維持電極群１９ｂに正電圧（Ｖ２）の矩形波が印加されるタイミングに合わせて、
その先縁に先立って走査電極群１９ａに正電圧の矩形波パルス（Ｖ１）が短時間印加され
ている。そして、この走査電極群１９ａに印加されるパルスの立ち下がりとほぼ同時に、
維持電極群１９ｂへの正電圧の矩形波が立ち上がっている。
【００７７】
この結果、走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間には、負の維持パルスの先縁直前
の短時間に正パルス（－Ｖ１）が印加され、その後、しばらく負電圧（－Ｖ２）が印加さ
れることになる。
このように、本図の例では、各電極群１９ａ，１９ｂに印加するパルスは共に矩形波であ
るので、実施の形態１で用いたようなパルス合成回路を用いる必要はない。
【００７８】
〔実施の形態３〕
図１６に示されるように、本実施の形態では、放電維持期間において、走査電極群１９ａ
と維持電極群１９ｂとに交互に正の維持パルスが印加されるが、各維持パルスの先縁直後
の短時間には通常より電圧絶対値の高い電圧が印加され、且つ維持パルスの後縁直後に逆
極性パルスが印加されている。
【００７９】
以下、走査電極群１９ａに維持パルスが印加される際について詳細に説明し、維持電極群
１９ｂに維持パルスが印加される際は同様であるため、説明を省略する。
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（本実施形態の維持パルス波形による効果についての説明）
図１７（ａ）は、本実施形態にかかる維持パルス波形の一例であって、正の維持パルスに
おいて、基本部分は矩形波であるが、その先縁から一定期間においてはそれ以降に印加さ
れる電圧より高電圧が印加され（第２の特徴）、且つ、維持パルス立ち下がり直後におい
て負パルスが印加されている（第３の特徴）。一方、図１７（ｂ）は、一般的な矩形波維
持パルスの例である。
【００８０】
上記第２の特徴及び第３特徴は、それぞれ単独で加えてもよく、それぞれ、以下のような
効果を奏する。
第２の特徴を付加したときの効果：
図１７（ｂ）のように、単純な矩形波からなる維持パルスを印加する場合、立ち上がり時
における電圧降下によって放電遅れが生じやすいが、これに対して、図１７（ａ）のよう
に、維持パルスの先縁から一定期間において高電圧を印加すると、上記電圧降下が抑制さ
れるので、放電開始遅れが大きくなるのが回避できる。
【００８１】
そのため、維持電圧Ｖｓを比較的低く設定しても、確実に放電がなされる。即ち、図１７
（ａ）の波形は、図１７（ｂ）の波形と比べて、通常の維持電圧Ｖｓはかなり低く設定さ
れているが、このように波形を用いても放電遅れが大きくなることはなく、良好に画像表
示を行うことが可能である。
このように、維持電圧Ｖｓを低く設定すると、「イオンによる電流」が低減できる点で発
光効率が向上すると言える。
【００８２】
このような効果を得るために、立ち上がり（図１７（ａ）中においてＴａで示される期間
）の開始直後に印加される電圧値（図１７（ａ）中においてＶｍａｘで示される電圧最高
値）は、放電開始電圧以上にすること、また「通常の維持電圧」（図１７（ａ）中におい
てＶｓで示される電圧値）よりも５０Ｖ以上高く設定することが好ましい。
【００８３】
高電圧を印加する期間（図１７（ａ）中においてＴｂで示される放電開始電圧以上の電圧
が印加される期間）については、これを長くしすぎると、点灯させるべきでない放電セル
においても絶縁破壊が起きて放電が発生したり、この期間に流れる電流によって消費電力
が増大するという問題も生じ得るが、これを短時間に設定することによって、誘電体の絶
縁破壊を回避できる。
【００８４】
このような観点から、立ち上がり開始直後に印加する電圧値Ｖｍａｘを高く設定するほど
、その印加時間Ｔｂを短くすることが必要と考えられる。また、一般的には、この時間Ｔ
ｂを１００ｎｓ以下に設定することが、当該期間に流れる電流を小さく抑える上で好まし
く、更にこの時間を１０ｎｓ以下に設定すれば、当該期間に流れる電流をほとんど０とす
ることができる点でより好ましいということが言える。
【００８５】
なお、更に顕著な効果を得るために、立ち上がり開始直後に印加する電圧値Ｖｍａｘをか
なり高く４００Ｖ程度に設定すればよいと考えられるが、この場合、高電圧を印加する時
間Ｔｂをかなり短く（１０～２０ｎｓあるいはそれ以下に）設定する必要があるため、高
電圧までシャープに立ち上げることのできる回路性能が要求されるものと考えられる。
【００８６】
第３の特徴を付加したときの効果：
図１７（ａ）の維持パルス波形においては、上記第２の特徴に加えて、走査電極群１９ａ
に正の維持パルスを印加する際に、立ち下がり直後の短い期間において、逆極性（負）パ
ルスを短時間印加している。
図１８（ａ）に示されるように、電極１９ａに正の維持パルスが印加されている時、電極
１９ａから電極１９ｂに向かう電界Ｅによって、放電空間２０内に発生するイオンは電極
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（正イオンの場合は電極１９ｂ）に向かって移動する。
【００８７】
そして、維持パルスが立ち下がった後においても、放電空間内を相手側の電極に向かうイ
オンが残るが、上述したようにこのイオンは発光にあまり寄与しないので、これが電極１
９ｂに到達すると無効電流となる。
これに対して、維持パルスの立ち下がり（図１７（ａ）中においてＴｃで示される時点）
直後に負パルスを印加すれば、図１８（ｂ）に示されるように電極１９ｂから電極１９ａ
に向かう電界Ｅによって、電極１９ｂに向かって移動する放電空間２０内のイオンが、電
極１９ｂに到達することなく強制的に追い返される。そのため無効電流の発生は抑えられ
る。
【００８８】
維持パルスの立ち下がり直後において印加する逆極性（負）パルスの電圧値（図１１（ａ
）中においてＶｍｉｎで示される電圧値）についても、絶対値が最高５０Ｖ以上になるよ
うにし、且つその印加時間は１００ｎｓ以下に設定することが望ましく、更に短く１０ｎ
ｓ以下とすることが望ましい。
なお、維持パルスに第３の特徴を合わせる場合、従来と比べて放電の後半部分が消される
ため、放電終了時において蓄積される壁電荷量が少なくなるとも考えられる。そして、放
電終了時に蓄積される壁電荷量が少ないと、次に逆極性の維持パルスを印加する時に、放
電が安定して開始されにくくなる可能性もある。
【００８９】
従って、維持パルスに第３の特徴だけを付加する場合には、安定した放電を確保するため
に、維持電圧Ｖｓを高めに設定することが望ましいと考えられる。
（維持パルスに特徴を付加する回路について）
このように立上がり時及び立ち下がり時に特徴を持った波形を維持パルスとして走査電極
群１９ａ及び維持電極群１９ｂに印加するためには、図５，６に示す維持パルス発生器１
１２ａ及び維持パルス発生器１１２ｂの各々に、図１９に示すパルス合成回路を用いれば
よい。
【００９０】
図１９は、このような波形のパルスを発生するパルス合成回路のブロック図である。
このパルス合成回路は、トリガ信号に呼応してパルスを発生する第１パルス発生器２３１
、第２パルス発生器２３２、第３パルス発生器２３３などから構成されている。
【００９１】
第１パルス発生器２３１と第２パルス発生器２３２は、正電圧のパルスを発生するもので
あって、第２パルスの電圧は「維持電圧Ｖｓ」に設定されている。
第１パルス発生器２３１で発生する第１パルスは比較的幅狭のパルスである。一方、第２
パルス発生器２３２で発生する第２パルスは比較的幅広の矩形波である。
【００９２】
第３パルス発生器２３３は、負電圧の幅狭の第３パルスを発生するものであって、この第
３パルスの立ち上がりのタイミングは、第２パルスの立ち下がりと一致するように設定さ
れている。
第１～第３パルス発生器２３１～２３３は、フローティンググラウンド方式で直列に接続
され、第１～第３パルスの出力電圧が加算されるようになっている。
【００９３】
そして、このパルス合成回路では、同期パルス生成部１０３から送られてくるトリガ信号
に呼応して、以下のように各パルス発生器が動作してパルスを発生すると共に発生したパ
ルスを合成して出力する。
図２０は、上記パルス合成回路で第１パルス～第３パルスが合成される様子を示す図であ
る。
【００９４】
先ず、同期パルス生成部１０３から第１パルス発生器２３１及び第２パルス発生器２３２
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にトリガ信号が送られて、第１パルス発生器２３１で第１パルスが、第２パルス発生器２
３２で第２パルスが、ほぼ同時に立ち上げられる。従って、この立ち上がり開始直後にお
いては、第１パルスの電圧と第２パルスの電圧が加算された高い電圧が出力される。
【００９５】
第１パルスは短時間で立ち下がるので、第１パルスが立ち下がった後は、第２パルスだけ
が出力される。
そして、第２パルスが立ち下がる時に合わせて、同期パルス生成部１０３から第３パルス
発生器２３３にトリガ信号が送られ、第３パルス発生器２３３で負電圧の第３パルスが立
ち上げられる。そして、この第３パルスは短時間で立ち下げられる。従って、第２パルス
の立ち下がり直後には負パルスが短時間出力される。
【００９６】
この結果、図１７（ａ）のような波形が合成されることになる。
なお、図１９のパルス合成回路においては、第１パルス発生器２３１～第３パルス発生器
２３３の各出力電圧が加算されるような合成を行ったが、この合成回路の変形例として、
第１パルス発生器２３１～第３パルス発生器２３３を並列的に接続して、第１パルス～第
３パルスの中の電圧最大値が出力されるようにパルス合成を行ってもよい。
【００９７】
但しこの場合、第１パルス発生器２３１で発生させる第１パルスの電圧値を、第２パルス
よりも５０Ｖ程度以上高く設定する必要があるので、第１パルス発生器２３１において、
かなり高電圧で且つ時間幅の短いパルスを発生させなければならない点で、より高度な回
路技術が必要と考えられる。
（維持パルスの立ち上がりの傾斜について）
本実施形態のように、維持パルスを印加する際に、立ち上がり開始直後の短時間に通常の
維持電圧よりも高い電圧を短時間印加する場合、立ち上がり開始直後の短時間に、通常の
維持電圧よりも大きい電圧変化幅が生じるので、それに伴い大きな電流が流れて発光効率
が低下する傾向がある。
【００９８】
従って、高発光効率を確保するために、立ち上がり部分の傾きをある程度緩やかに設定す
ればよいと考えられる。ただし、立ち上がり部分の中で通常の維持電圧を越えた高電圧の
範囲で傾きを緩やかにすると、放電遅れを抑制する効果が損なわれてしまうことになる。
このような点を考慮すると、図１７（ａ）に示されるパルス波形のように、立ち上がり部
分の前半においては傾きを緩やかに設定して電流を抑え、後半においては傾きを大きくす
るのが好ましいということができる。
【００９９】
また、逆極性で印加されるパルスの立ち下がり（図１７（ａ）中においてＴｄ　）におい
ても同様に、大きな電流が流れないよう、その傾きをある程度緩やかに設定することが好
ましい。
維持パルスの立ち上がり時Ｔａにおけるの傾きを調整するには、第１パルスの立ち上がり
の傾きを調整するか、第１パルス及び第２パルス両方の立ち上がりの傾きを調整すればよ
く、第１パルス及び第２パルスの立ち上がりの傾きは、第１パルス発生器２３１及び第２
パルス発生器２３２におけるＲＬＣ回路の時定数を調整することによって調整することが
できる。
【０１００】
また、逆極性パルスの立ち下がり時Ｔｄにおける傾きを調整するには、第３パルス発生器
におけるＲＬＣ回路の時定数を調整することによって、第３パルスの立ち下がりの傾きを
調整すればよい。
（本実施形態の変形例について）
なお、上記図１７（ａ）では、各維持パルスの立ち上がり時Ｔａにおいて、放電開始電圧
以上の高電圧まで印加電圧が一気に上昇するような波形を示したが、立ち上がり時に一旦
通常の維持電圧付近まで上昇し、少し遅れて高電圧まで上昇するような波形を用いても同
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様の効果を得ることができる。
【０１０１】
またこの外に、図２１に示すような変形例も可能である。
この変形例は、正の維持パルスにおいて、その先縁から一定期間においてはそれ以降に印
加される電圧より高電圧が印加され（第２の特徴）、且つ、立ち下がり直後において負パ
ルスが印加されている（第３の特徴）点については、上記図１７（ａ）と同様であるが、
維持電圧Ｖｓの期間はかなり短く、立ち下がり直後に印加される負パルスが印加される時
間が長く、その波形も異なっている。即ち、図１９の例では、維持パルスの立ち下がり直
後に、負電圧Ｖｍｉｎが短時間印加された後、弱い負電圧が比較的長時間印加されている
。
【０１０２】
このような変形例を用いた場合においても、同様に発光効率を向上させることができる。
なお、当該変形例のような波形は、小容量電源（駆動回路）を用いたときに自然に発生す
ることがあるし、また、回路の組み合わせによって、偶発的に発生する場合もある。
【０１０３】
また、本実施の形態では、各維持パルスの先縁直後に高電圧を印加する（第２の特徴）と
共に後縁直後に逆極性パルスを印加する（第３の特徴）ことによって両特徴による効果を
得る例を示したが、どちらか一方の特徴を維持パルスに加えるだけでもそれに相当する効
果は得られる。
〔実施の形態４〕
本実施形態においても、放電維持期間に走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間に印
加される電圧波形の特徴については、上記実施の形態３と同様である。
【０１０４】
ただし、実施の形態３では、走査電極群１９ａに維持パルスを印加しているときには維持
電極群１９ｂは電圧を印加せず、維持電極群１９ｂに維持パルスを印加しているときには
走査電極群１９ａに電圧を印加しない例を示したが、本実施形態においては、走査電極群
１９ａ及び維持電極群１９ｂの両方にパルスを印加し、その組み合わせによって、走査電
極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間に印加される電圧波形に上記第２及び第３の特徴を
形成している。
【０１０５】
即ち、図２２～図２４の各タイミングチャートには、放電維持期間において、維持パルス
発生器１１２ａ及び維持パルス発生器１１２ｂによって、走査電極群１９ａ及び維持電極
群１９ｂの各々に、時間的に一部オーバラップするようにパルスが印加されている。そし
て、その結果、走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間に電位差が発生する様子が示
されているが、いづれにおいても、走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間に生じる
電位差波形が、上記第２、第３の特徴を有していることがわかる。
【０１０６】
図２２の例では、走査電極群１９ａに正電圧の矩形波パルス（Ｖ１）が印加されるタイミ
ングに合わせて、維持電極群１９ｂには、この矩形波パルスの立ち上がりとほぼ同時に立
ち上がる短時間幅の負パルス（－Ｖ２）と、この矩形波パルスの立ち下がりとほぼ同時に
立ち下がる短時間幅の正パルス（Ｖ３）とが印加されている。この結果、走査電極群１９
ａと維持電極群１９ｂとの間には、立ち上がり直後の短時間に正の高電圧（Ｖ１＋Ｖ２）
が印加され、その後、しばらく正の維持電圧Ｖ１が印加され、その立ち下がり直後には、
負のパルス（－Ｖ３）が短時間印加されることになる。
【０１０７】
一方、維持電極群１９ｂに正の矩形波パルス（Ｖ１）が印加されるタイミングに合わせて
、走査電極群１９ａには、この矩形波パルスの立ち上がりとほぼ同時に立ち上がる短時間
幅の負パルス（－Ｖ２）と、この矩形波パルスの立ち下がりとほぼ同時に立ち下がる短時
間幅の正パルス（Ｖ３）とが印加されている。
この結果、走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間には、立ち上がり直後の短時間に
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負の高電圧－（Ｖ１＋Ｖ２）が印加され、その後、しばらく負の維持電圧Ｖ１が印加され
、その立ち下がり直後には、正パルス（Ｖ３）が短時間印加されることになる。
【０１０８】
本図の例では、各電極群１９ａ，１９ｂに印加するパルスは共に矩形波であるので、実施
の形態１で用いたようなパルス合成回路を用いる必要はない。
図２３の例では、走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂに対して、時間幅がほぼ同等で電
圧値の異なる矩形波パルスが時間的に重なるように印加されている。走査電極群１９ａに
対して高電圧Ｖ１１（電圧Ｖｍａｘに相当する。）のパルスが印加され、維持電極群１９
ｂに対しては、立ち上がり及び立ち下がりのタイミングを短時間遅らせて低電圧Ｖ１２（
電圧Ｖｍａｘ－Ｖｓに相当する。）のパルスが印加される。その結果、走査電極群１９ａ
と維持電極群１９ｂとの間には、立ち上がり直後の短時間に正の高電圧（Ｖ１１）が印加
され、その後、しばらく正の維持電圧（Ｖ１１－Ｖ１２）が印加され、その立ち下がり直
後には、負パルス（－Ｖ１２）が短時間印加されることになる。
【０１０９】
一方、維持電極群１９ｂに対して高電圧Ｖ１のパルスが印加される時には、走査電極群１
９ａに対しては、立ち上がり及び立ち下がりのタイミングを短時間遅らせて低電圧Ｖ２の
パルスが印加される。その結果、走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとの間には、立ち
上がり直後の短時間に負の高電圧（－Ｖ１１）が印加され、その後、しばらく負の維持電
圧（Ｖ１２－Ｖ１１）が印加され、その立ち下がり直後には、正パルス（Ｖ１２）が短時
間印加されることになる。
【０１１０】
本図の例では、維持パルス発生器１１２ａ及び維持パルス発生器１１２ｂにおいて、上記
図２２のように短い時間幅のパルスを印加する必要はなく、比較的時間幅の長いパルスを
発生すればよいので、高電圧までシャープに立ち上げるという回路性能はあまり要求され
ず、回路に対する負担が少ない。
図２４の例では、走査電極群１９ａに対して、ｔ１時点～ｔ３時点の期間には正の高電圧
Ｖ２１が印加され、ｔ３時点において電圧が立ち下がって、ｔ３時点～ｔ４時点の期間に
は正の維持電圧Ｖ２２が印加される。
【０１１１】
一方、維持電極群１９ｂに対して、上記ｔ１時点から少し遅れたｔ２時点から上記ｔ３時
点までの期間は正パルスＶ２３が印加される。ここで、Ｖ２３＝Ｖ２１－Ｖ２２に設定さ
れている。また、維持電極群１９ｂに対して、ｔ４時点～ｔ５時点の短い期間には正パル
スＶ２４が印加される。
この結果、電極１９ａ－電極１９ｂ間の電位差について見ると、その立ち上がりの短時間
（ｔ１時点～ｔ２時点）においては、正の高電圧Ｖ２１が印加され、その後の期間（ｔ２
時点～ｔ４時点）においては、正の維持電圧Ｖ２２（＝Ｖ２１－Ｖ２３）が印加され、立
ち下がり後の短時間（ｔ４時点～ｔ５時点）においては負パルス（－Ｖ２４）が短時間印
加されるような波形となっている。
【０１１２】
ｔ６時点～ｔ１０時点においては、走査電極群１９ａと維持電極群１９ｂとが入れ代わっ
て、上記ｔ１時点～ｔ５時点と同様に印加される。そして、その結果、電極１９ａ－電極
１９ｂ間に、逆極性で同様の波形が形成される。
本図の例では、各電極１９ａ，１９ｂに高電圧Ｖ２１を印加する期間が、短時間ではなく
、且つ図１２のように長時間ではないので、維持パルス発生器１１２ａ及び維持パルス発
生器１１２ｂにおける負担が比較的少ない。
【０１１３】
なお、本例では、Ｖ２１＝Ｖ２２＋Ｖ２３に設定されているため、ｔ３時点における電極
１９ａ－電極１９ｂ間の電位差変化はないが、必らずしもこのように設定する必要はなく
、ｔ３時点において電極１９ａ－電極１９ｂ間の電位差が多少変化しても同様の効果を奏
する。
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（実施の形態１～４についてのバリエーション）
上記実施の形態１～４では、放電維持期間におけるすべての維持パルスに対して、特徴を
加えるようにしたが、良好な画像表示を行うことを主目的とする場合には、必ずしも放電
維持期間におけるすべての維持パルスに対して特徴を加える必要はなく、一部の維持パル
スに対して加えてもよい。
【０１１４】
但し、一般的に、放電維持期間において複数の維持パルスを連続的に印加する際、先頭の
維持パルス印加時には特に放電遅れが発生しやすく、先頭の維持パルスにおいて放電が開
始されれば２番目以降の維持パルスにおいても容易に放電が開始されるため、良好な画像
表示を行うためには、少なくとも先頭の維持パルスに対しては上記特徴を加えるべきであ
る。
【０１１５】
例えば、先頭の維持パルスに対して上記特徴を加え、２番目以降の維持パルスには、従来
と同様の単純な矩形波を用いてもよい。
或は、走査電極群１９ａに正の維持パルスが印加される場合に上記特徴を加え、維持電極
群１９ｂに正の維持パルスが印加されるときには従来と同様の単純な矩形波を用いるよう
にしてもよい。
【０１１６】
この場合、すべての維持パルスに対して特徴を加える場合と比べて、発光効率を向上させ
る効果については劣るけれども、放電遅れの抑制についてはほぼ同等の効果を奏するもの
と考えられる。
上記実施の形態においては、交流面放電型のＰＤＰを例にとって説明したが、対向放電型
のＰＤＰにおいても適用でき同様の効果を奏する。また、一般的に、書込パルスを印加す
ることによって画像を書き込み、複数の放電セルに維持パルスを印加することによって放
電維持を行うパネル表示装置であるならば同様に実施することができ同様の効果を奏する
。
【０１１７】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明は、維持パルスを印加する際に、その立ち上がりに要する時
間に対して３倍の時間がピーク時点から経過するまでに立ち下がりが終了するような電流
波形が形成されるよう、維持パルスの波形を規定することによって、無効電流を抑制し、
発光効率を向上させることを可能とした。
【０１１８】
ここで、上記特徴を持つ電流波形は、維持パルスを印加する際に、当該維持パルスに次の
第１～第３のいずれかの特徴を加えることによって形成できる。
第１の特徴は、維持パルスの先縁（パルス立ち上がり）に先立って、当該維持パルスと逆
極性のパルスを短時間印加することである。
第２の特徴は、維持パルスの先縁（パルスの立ち上がり）から一定期間において、それ以
降に印加される電圧より絶対値において高電圧が印加されるような波形に設定することで
ある。
【０１１９】
第３の特徴は、維持パルスの後縁（パルス立ち下がり）直後において、これと逆極性のパ
ルスを印加することである。
なお、第１の特徴或は第２の特徴を維持パルスに加えると、放電遅れの抑制もなされる。
【図面の簡単な説明】
【図１】実施の形態にかかる交流面放電型ＰＤＰの見取図である。
【図２】上記ＰＤＰの電極マトリックスを示す図である。
【図３】上記ＰＤＰの駆動時におけるフレーム分割方法を示す図である。
【図４】実施の形態１において各電極にパルス印加するタイミングを示すチャートである
。
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【図５】実施の形態にかかるＰＤＰ駆動装置の構成を示すブロック図である。
【図６】図５中のスキャンドライバの構成を示すブロック図である。
【図７】図５中のデータドライバの構成を示すブロック図である。
【図８】維持パルス印加時における電流キャリアの動きを説明する図である。
【図９】維持パルス印加時に形成される電流波形を説明する図である。
【図１０】維持パルス印加時に形成される電流波形と発光効率との関係を説明する図であ
る。
【図１１】実施の形態１にかかる維持パルス波形の一例を示す図、及び、従来から用いら
れている矩形波維持パルスの一例である。
【図１２】維持パルス印加時における電流キャリアの動きを説明する図である。
【図１３】実施の形態１にかかる維持パルスの特徴を形成するパルス合成回路のブロック
図である。
【図１４】上記パルス合成回路でパルスが合成される様子を示す図である。
【図１５】実施の形態２で放電維持期間において各電極にパルスが印加される様子を示す
タイミングチャートである。
【図１６】実施の形態３において、各電極にパルス印加するタイミングを示すチャートで
ある。
【図１７】、　実施の形態３にかかる維持パルス波形の一例を示す図、及び、従来から用
いられている矩形波維持パルスの一例である。
【図１８】維持パルス印加時における電流キャリアの動きを説明する図である。
【図１９】実施の形態３にかかる維持パルスの特徴を形成するパルス合成回路のブロック
図である。
【図２０】上記パルス合成回路でパルスが合成される様子を示す図である。
【図２１】実施の形態３の一変形例にかかる維持パルスの特徴を示す図である。
【図２２】実施の形態４において、放電維持期間において各電極にパルスを印加するタイ
ミングの一例を示すチャートである。
【図２３】実施の形態４において、放電維持期間において各電極にパルスを印加するタイ
ミングの一例を示すチャートである。
【図２４】実施の形態４において、放電維持期間において各電極にパルスを印加するタイ
ミングの一例を示すチャートである。
【図２５】従来例で各電極にパルスを印加するタイミングを示すチャートである。
【符号の説明】
１１　　前面基板
１２　　背面基板
１３　　誘電体層
１４　　データ電極
１５　　隔壁
１６　　蛍光体層
１７　　誘電体層
１８　　保護層
１９ａ　走査電極
１９ｂ　維持電極
２０　　放電空間
１００　　駆動装置
１１２ａ　維持パルス発生器
１１２ｂ　維持パルス発生器
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】 【 図 １ ７ 】
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【 図 １ ８ 】 【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】 【 図 ２ ２ 】
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【 図 ２ ３ 】 【 図 ２ ４ 】

【 図 ２ ５ 】
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